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事業内容

１　出資等の状況（Ｈ16.3.31現在） （単位：千円,位）

10,000

出資（出捐）額
出資（出捐）

割合
出資（出捐）

順位
備考

10,000 100.0%

２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（Ｈ16.4.1現在）

-

社員数

県

市町村

国又は政府系機関

民間法人

その他

社員総数

区　　　　　　分 主な者

内
訳

地方公共
団体

資本金（又は出捐金）

出資（出捐）者

千葉県

－

昭和５７年　２月　5日

-

　千葉県水道事業の合理的、経済的な運営に積極的に
協力することを通じて公衆衛生の向上と生活環境の改
善を図り、もって県民の福祉の向上に寄与することを目
的として、水道に係る調査、研究及び啓蒙に関すること
等の事業を行う。

代表清算人　　　小澤　貴敏 ０４３（２２３）２６２８

千葉市花見川区幕張町５－４１７－２４

千葉県による公社等外郭団体に関する情報公開

団体名 財団法人　千葉県水道サービス協会 県所管課 総合企画部水政課



３　財務状況　※

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １３年度 １４年度 １５年度

総資産 453,126 434,268 363,885

負　債 341,382 323,875 346,260

資　本 111,744 110,393 17,625

累 積 損 益 101,744 100,393 7,625

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １３年度 １４年度 １５年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 1,246,308 992,706 799,497

経 常 損 益 △ 1,242 △ 1,350 △ 92,768

当 期 損 益 △ 1,242 △ 1,350 △ 92,768

減価償却前当期損益　　　　 656 798 △ 90,920

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １３年度 １４年度 １５年度

借 入 金 残 高　　　　　     0 0 0

うち県からの借入金残高

うち県以外からの借入金残高

※公益法人については、次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

〈貸借対照表〉　資本⇒正味財産の部合計

　　　　　　　　　　累積損益⇒基本金等を除く正味財産額

〈損益計算書〉　損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金

　　　　　　　　　　収入等（損益に無関係の項目））

　　　経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引

　　　に係る当期収支差額）

　　　当期損益⇒当期正味財産増減額

　　　減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価

　　　償却費を加える）

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高



５　県の財政支出の状況
（単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １３年度 １４年度 １５年度

委　託　料   　　

法人設立の目的を達成す
るため、漏水調査業務、管
路情報データ整備業務等
を県水道局から受託して
いる。

1,234,671 982,267 794,888

補助金･交付金・
負担金

その他
（利子補給・税の
減免額・出資金・
貸付金・その他）

合　　　計 1,234,671 982,267 794,888

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（単位：人）

１３年度 １４年度 １５年度

常勤役員数   3 3 2

うち県退職者 3 3 2

うち県派遣職員

常勤職員数  48 45 38

うち県退職者

うち県派遣職員 27 24 18

項　　目



７　事務事業の見直しの状況

（参考）公社等外郭団体の見直し概要（千葉県行政改革推進本部決定）

改革方針

改革の期間

改革の概要

改革の効果

改革に伴う
課題

その他

　公社等外郭団体の見直しに基づき、平成16年3月31日をもって、当協会は解散した。

 プロパー職員の処遇が課題であり、再就職の斡旋を行う。
 退職金、再就職支援費等が想定されるが、内部留保金で処理できるものと考えられ
る。

廃止

H15～16

 （廃止）
協会の行っている業務は、全て県水道局からの受託業務であり、局直営又は民間発
注することにより実施できることから、平成16年度末までに協会を廃止する。

 民間企業の業務分野が拡大するとともに、受注競争により委託経費の削減が期待でき
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